
 

「公営住宅における暴力団排除」の実施状況について 

（調査結果のポイント） 

 

１．調査対象 

  公営住宅を管理している１，７４２事業主体（地方公共団体）すべてを対象に実

施。回答率は１００％。 

 

２．調査時点 

  平成１９年１２月３日現在 

 

３．調査内容とその結果 

（１）暴力団排除の実施状況 

公営住宅から暴力団を排除するための措置（※）を実施している事業主体の割

合は、都道府県、政令市において高くなっている。都道府県等別のそれぞれの実

施割合は以下のとおりである。（括弧書きは実施予定を含んだ数値である。） 

都道府県 ６８．１％（ ９５．７％） 

政令市 ７６．５％（１００．０％） 

市区町村 １７．０％（ ４０．５％） 

※公営住宅から暴力団を排除するための措置とは、次のいずれかである。（重複回答を含む。） 

①募集パンフレット等に暴力団員は入居できない旨を記載 

②入居手続きにおいて、暴力団員ではないことを確約する書面を提出させる 

③暴力団員は入居できないことについて条例制定（改正）済み 

 

（２）条例の制定（改正）状況 

条例制定又は改正により公営住宅からの暴力団排除を実施している事業主体

の割合は、都道府県、政令市において高くなっている。都道府県等別のそれぞれ

の実施割合は以下のとおりである。（括弧書きは実施予定を含んだ数値である。） 

都道府県 ４２．６％（ ８７．２％） 

政 令 市 ４１．２％（ ８８．２％） 

市区町村  ５．６％（ ２９．８％） 

 

（３）暴力団員であることが判明した事例（平成１９年６月１日以降） 

   新規入居者については７例、既存入居者については３２例判明。 

 

（４）警察との連携状況 

公営住宅から暴力団員を排除するために警察と連携している事業主体の割合

は、都道府県、政令市において高くなっている。都道府県等別のそれぞれの実施

割合は以下のとおりである。（括弧書きは実施予定を含んだ数値である。） 

都道府県 ５７．４％（ ９３．６％） 

政 令 市 ４１．２％（ ８２．４％） 

市区町村  ７．８％（ １９．７％） 



１．調査対象 

  全事業主体 

 

２．事業主体数（及び平成１７年度末管理戸数） 

  １，７４２事業主体（２，１９１，８７５戸） 

  （内訳） ４７都道府県（９３３，７５０戸） 

       １７政 令 市（３８５，９５４戸） 

    １，６７８市区町村（８７２，１７１戸） 

  （注）平成 19 年５月 25 日に発表した「公営住宅における不法行為等の防止に関する調査結果につ

いて」では、１，７４６事業主体であったが、その後の市町村合併により事業主体数が減少。 

 

３．調査時点 

  平成１９年１２月３日現在 

 

４．調査内容 

（１）暴力団排除の実施状況 

（２）条例の制定（改正）状況 

（３）暴力団員であることが判明した事例 

（４）警察との連携状況 

（５）暴力団排除の方針を検討するにあたり、その契機等となった暴力団員による不

法行為等があれば、その概要 
 

５．暴力団排除の実施状況 
  （上段（ ）書きは実施予定を含んだ数値である。） 

（１）公営住宅から暴力団を排除するための措置を実施している事業主体 

 
実施事業主体数 事業主体数に 

占める割合 
管理戸数（戸） 管理戸数に 

占める割合 
（４５） （９５．７％） （９１５，８００） （９８．１％）

都道府県 
３２ ６８．１％ ７６９，２５６ ８２．４％ 

（１７） （１００．０％） （３８５，９５４） （１００．０％）
政 令 市 

１３ ７６．５％ ２８９，３７６ ７５．０％ 
（６８０） （４０．５％） （４８８，６４３） （５６．０％）

市区町村 
２８５ １７．０％ ２１９，０６３ ２５．１％ 

（７４２） （４２．６％） （１，７９０，３９７） （８１．７％）
全  体

 
３３０ １８．９％ １，２７７，６９５ ５８．３％ 

   （注）次のうち、いずれかを実施している事業主体の数である。 
       ①募集パンフレット等に暴力団員は入居できない旨を記載 
       ②入居手続きにおいて、暴力団員ではないことを確約する書面を提出させる 
       ③暴力団員は入居できないことについて条例制定（改正）済み 



  

（２）公営住宅からの暴力団排除の措置別実施状況 
   （以下の①から③について、重複回答している事業主体もある。） 

 ①募集パンフレット等に暴力団員は入居できない旨を記載している事業主体 

 実施事業主体数 事業主体数に 
占める割合 

管理戸数（戸） 
管理戸数に 
占める割合 

（４３） （９１．５％） （８９８，８３７） （９６．３％）
都道府県 

２６ ５５．３％ ７０４，８６１ ７５．５％ 
（１６） （９４．１％） （３７９，８９１） （９８．４％）

政 令 市 
１１ ６４．７％ ２３５，０３３ ６０．９％ 

（４７８） （２８．５％） （３８８，２３６） （４４．５％）
市区町村 

２２０ １３．１％ １８７，２４７ ２１．５％ 
（５３７） （３０．８％） （１，６６６，９６４） （７６．１％）

全  体
 

２５７ １４．８％ １，１２７，１４１ ５１．４％ 
 

 ②入居手続きにおいて、暴力団員ではないことを確約する書面を提出させている 

  事業主体 

 実施事業主体数 
事業主体数に 
占める割合 

管理戸数（戸） 
管理戸数に 
占める割合 

（３７） （７８．７％） （７９６，８２７） （８５．３％）
都道府県 

２２ ４６．８％ ６０４，６１２ ６４．８％ 
（１４） （８２．４％） （３５９，５４０） （９３．２％）

政 令 市 
１０ ５８．８％ ２４０，８８７ ６２．４％ 

（３０２） （１８．０％） （２９２，４６６） （３３．５％）
市区町村 

１４０  ８．３％ １３５，９７９ １５．６％ 
（３５３） （２０．３％） （１，４４８，８３３） （６６．１％）

全  体
 

１７２  ９．９％   ９８１，４７８ ４４．８％ 
 

 ③暴力団員は入居できないことについて条例を制定（改正）している事業主体 

 
実施事業主体数 

事業主体数に 
占める割合 

管理戸数（戸） 
管理戸数に 
占める割合 

（４１） （８７．２％） （８１６，６２５） （８７．５％）
都道府県 

２０ ４２．６％ ６１３，３９１ ６５．７％ 
（１５） （８８．２％） （３５３，１８５） （９１．５％）

政 令 市 
 ７ ４１．２％ １８７，８４３ ４８．７％ 

（５００） （２９．８％） （３６８，８５４） （４２．３％）
市区町村 

 ９４  ５．６％  ６８，４２３  ７．８％ 
（５５６） （３１．９％） （１，５３８，６６４） （７０．２％）

全  体
 

１２１  ６．９％   ８６９，６５７ ３９．７％ 
 
 
 
 



 
（暴力団排除にかかる条例の規定内容） 

暴力団排除条項 明渡請求条項  

事業主体数 
実施事業主体に

占める割合 
事業主体数 

実施事業主体に 
占める割合 

都道府県 ２０ １００．０％ １９  ９５．０％ 

政 令 市  ７ １００．０％  ７ １００．０％ 

市区町村 ９３  ９８．９％ ７７  ８１．９％ 

全  体 １２０  ９９．２％ １０３  ８５．１％ 

 

６．暴力団員であることが判明した事例について（平成１９年６月１日以降） 

（１）新規入居者について 

  ①新規の入居を拒否した事例 

     ６事業主体 ６例 

 

  ②その他警察の協力を得て対応した事例 
     １事業主体 １例 

 

  ③上記①及び②についての対応実績等 

・入居申込者及びその同居人について、暴力団員であるかについて警察に照会

した結果、暴力団員であることが判明したため入居決定しなかったもの。（宮

城県、石川県金沢市、静岡県熱海市、静岡県伊東市、山口県、香川県高松市） 
・警察からの事前の情報提供で暴力団員と把握していたが、入居相談時に通常

の入居要件を満たしていないため同居は認められない旨を説明したもの。

（愛知県吉良町） 
 

（２）既存入居者について 

  ①既存入居者で暴力団員であることが判明した事例 

    ２２事業主体 ３２例 

 

  ②上記①についての主な対応実績等 

・不正入居していたため明渡請求訴訟を提起。その後自主的に退去済み。（兵

庫県神戸市） 
・入居していた暴力団員が第三者に不正に転貸していた。その後職員の説

得に応じ自主的に退去済み。（和歌山県田辺市） 



・暴力団事務所として使用されていたが明渡請求により退去済み。（高知県南

国市） 
・家賃滞納者に対する明渡請求手続き中に暴力団員と判明。現在は退去済み。

なお、明渡請求の直接の理由は家賃滞納である。（福岡県） 
 
７．警察との連携について 

（１）公営住宅から暴力団を排除するため警察と連携している事業主体 
  （上段（ ）書きは協議中を含んだ数値である。） 

 
実施事業主体数 

事業主体数に 
占める割合 

管理戸数（戸） 
管理戸数に 
占める割合 

（４４） （９３．６％） （９０５，６６７） （９７．０％）
都道府県 

２７ ５７．４％ ６７２，７２５ ７２．０％ 
（１４） （８２．４％） （３２４，１６３） （８４．０％）

政 令 市 
 ７ ４１．２％ １６３，３３８ ４２．３％ 

（３３０） （１９．７％） （２９３，３２５） （３３．６％）
市区町村 

１３１  ７．８％ １０８，２６１ １２．４％ 
（３８７） （２２．２％） （１，５２３，１５５） （６９．５％）

全  体
 

１６５  ９．５％   ９４４，３２４ ４３．１％ 
 
（２）上記（１）のうち、主な連携内容 

・入居決定の際に、新規入居者及び同居者が暴力団員であるかの照会をすること

等について、協定書等を締結。 

・定期的な協議の場（行政対象暴力対策連絡協議会等）を設置。 

・暴力団員との対応方法についての相談及び必要に応じて現地同行。 
 

８．暴力団排除の方針を検討するにあたり、その契機等となった暴力団員による不法

行為等の概要 

・入居者が銃刀法違反容疑等で逮捕されたことが判明したため。 
・入居者が恐喝容疑で逮捕されたため。 

・公営住宅における立てこもり発砲事件があったため。 

・暴力団員風の入居者による迷惑行為があったため。 

・暴力団員射殺事件に一般住民が巻き込まれたため（公営住宅とは無関係）。 

・暴力団員射殺事件等の内部抗争があったため（公営住宅とは無関係）。 




